
１ 調査目的

２ 調査主体
　前橋市明るい選挙推進協議会、前橋市選挙管理委員会

３ アンケート内容検討のためワーキングの開催

【開催期間】平成２９年３月～８月 【開催回数】４回

４ 調査実施時期
　平成２９年１１月

５ 調査方法及び対象者
（１）郵送調査

（２）集合調査
　市内の各大学に在籍する学生及び公民館利用者

６ 回答数
３，３１３件
（内訳）郵送調査による回答数 １７２ 件

集合調査による回答数 ３，１４１ 件

７ 集計分析
共愛学園前橋国際大学

８ 結果概要
（１）投票に行かない理由

選挙に関するアンケート調査結果報告書（概要版）
選挙管理委員会事務局　　　

　公職選挙法の一部改正により、平成２８年７月に執行された参議院議員通常選挙から
選挙権年齢が満１８歳以上に引き下げられたが、若年層における投票率は他の年代と比
べ低いため、各年代の選挙に対する意識を比較検討し、低投票率改善方策検討のための
基礎資料とする。

　アンケート内容の作成にあたり、若い世代の意見を反映させるため、大学生を中心と
したワーキングを開催し、質問内容の検討を行った。

　平成２９年９月１日現在、住民基本台帳に記載されている満１８歳以上満２９歳以下
の中から無作為抽出した７００人

　「選挙にほとんど行かない」、「行ったことがない」と回答した人に投票に行かない
理由を質問したところ、「選挙にあまり関心がないから」という回答が最も多く、「選
挙があるのを知らないから」と回答した人は少なかった。
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（２）候補者や政党を選ぶ際に役立てる情報

　（４）投票率向上施策（３）家族と自分の投票行動の関係
「家族が投票に行っていない」、「わ
からない」と回答した層は、自分が投
票に行く頻度も低かった。

　投票率を向上させるために有効な施策に
ついては、「市が選挙の大切さをＰＲす
る」、「選挙に関する教育を充実させ
る」、「駅や大学などに投票所を設ける」
が多かった。

　上記の結果を年代別に見ると、１０歳代及び２０歳代は「インターネット情報」によ
る情報取得が多く、３０歳代以降になると、「選挙公報」や「新聞」からの情報取得が
多かった。

　「テレビやラジオによる選挙報道や政見放送」が最も多く、続いて「選挙公報」、
「新聞の情報」、「候補者や政党による演説会・街頭演説」であった。
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